
国内株式

9,678
24%

オルタナティブ

1,534
4%

国内債券

7,238
18%

外国債券

13,498
33%

マルチアセット

2,024
5%

合計
40,703
（単位：億円）

外国株式

1,365
3%

その他

5,366
13%

当社は、主に個人投資家や金融機関を対象とした「投

資信託ビジネス」と、年金等の機関投資家を対象とした

「投資顧問ビジネス」を展開しています。

お客さま起点での判断や取り組みを加速するため、社

投資信託事業と投資顧問事業の両ビジネスを通じて、

お客さまから受託した資産残高（2023年3月末）は、4

兆703億円になりました。

当社が受託している運用資産は、国内外の株式や債券

に加えて、バランス／マルチアセット型商品やオルタナ

ティブ商品など、多岐にわたっています。資産別の内訳

でウェイトが高いのは、外国債券33％（1兆3,498億

円）と国内株式24％（9,678億円）、および国内債券

18％（7,238億円）です。

また、対前年比ではオルタナティブ残高が増加しました。

内体制を「投資信託事業」と「投資顧問事業」の2事業体

制（担当役員制）としています。各事業統括役員のもと、

当社はこれからもお客さまへの提供価値の最大化に取り

組んでまいります。

受託資産残高の資産別内訳（2023年3月末）

※��受託資産残高は、ＳＯＭＰＯグループからの受託資産と、助言残高を
含んだ数値です。
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■ お客さまを起点とした2事業体制（投資信託事業・投資顧問事業）

■ 受託資産残高

事業概況

常務執行役員
（投資信託事業統括）

八田　真 

執行役員
（投資顧問事業統括）

尾山　元一



投資顧問ビジネスの受託資産残高の推移は右表のとお

りです。（ＳＯＭＰＯグループからの受託資産と、助言残

高を含みます。）

2022年度は国内のお客さまの大口解約や海外のお

客さまのリバランスによる解約があったため、2023年3

月末の残高は2兆7,394億円になりました（前期末比

6,291億円減少）。

当社が海外のお客さま向け事業の本格展開を開

始したのは、2013年6月と歴史は浅いですが、当

社の日本株式の運用スタイルを評価いただき、欧

州のお客さまに加え、2017年度からは米国、

2018年度からは中東のお客さまからも受託をい

ただきました。

日本株のリバランスのため、2022年度の残高は

1,755億円（前期末比2,996億円減少）となりまし

たが、当社はこれからも継続して海外のお客さま

へアプローチをしていきます。
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執行役員
（投資顧問事業統括）

尾山　元一

（億円）

2019年
3月末

2020年
3月末

31,03031,030 30,39030,390

2021年
3月末

35,06135,061
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8,000

16,000

24,000

32,000

40,000

2022年
3月末

33,68533,685

2023年
3月末

27,39427,394

（億円）

2019年
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2022年
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0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

（億円）

2019年
3月末

2020年
3月末

4,3624,362

3,7533,753

2021年
3月末

6,1516,151

0

1,300

2,600

3,900

5,200

6,500

2022年
3月末

4,7514,751

2023年
3月末

1,7551,755

投資信託の資産残高※の推移は右表のとおりです。

2022年度は公募投信が好調であったこと、また、私募

投信も順調に残高の積み上げがあったため、2023年

3月末の残高は13,309億円になりました（前期末比

918億円増加）。
※�公募投信と私募投信の残高の合計値

■ 投資顧問の受託資産残高の推移

海外のお客さまの国内株式受託資産残高の推移

■ 投資信託の資産残高の推移

投資顧問の受託資産残高の推移

投資信託の資産残高の推移

海外のお客さまの国内株式受託資産残高の推移
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■ ＳＯＭＰＯアセットマネジメントの組織体制と歴史

● 2011年11月
持続可能な社会の形成に向けた金融行
動原則（21世紀金融行動原則）に署名

● 2012年1月
責任投資原則（PRI）に署名

● 2013年3月
米国The�TCW�Group,�Inc.との資本提携を解消

● 2016年3月
「お客さま第一宣言」を公表

● 2016年12月
確定拠出年金運営管理業務の登録

● 2017年5月
「顧客本位の業務運営に関する原則」の採択

● 1991年6月
米国Brinson�Partners,�Inc.と提携し、ブリンソン・
パートナーズ投資顧問株式会社と合併
安田火災ブリンソン投資顧問株式会社に商号変更

● 2014年5月
「日本版スチュワードシップ・
コード対応方針」の採択

● 2007年9月
金融商品取引業者として登録

● 2010年10月
ゼスト・アセットマネジメント株式会社
と合併し、損保ジャパン日本興亜アセッ
トマネジメント株式会社に商号変更

● 2020年4月
ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社に商号変更

● 1998年1月
安田火災グローバル・アセット・マネジメント株式会社
に商号変更

● 1998年3月
Brinson�Partners,�Inc.との資本提携を解消
安田火災グローバル投信投資顧問株式会社に商号変更
証券投資信託委託業の免許取得

● 1986年2月
安田火災グループ等の出資により、安田火災投資顧問株式会社を設立

● 1987年2月
投資顧問業の登録／投資一任業の認可取得

● 1999年2月
米国The�TCW�Group,�
Inc.と資本提携

● 1999年9月
国 内2番 目となるエコ
ファンド、損保ジャパン・
グリーン・オープン（愛
称：ぶなの森）運用開始
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組織体制

● 2002年7月
損保ジャパン・アセットマネジメント株式会社に商号変更

歴史




